
議案第１８号 

 

北名古屋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定について 

 

北名古屋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例を別紙のとおり定めるものとする。 

 

令和６年２月２２日提出 

 

北名古屋市長 太 田 考 則 

 

 

提案理由 

 

この案を提出するのは、条例の形式を基準となる省令を引用する方式に

変更することで市の実情に合った基準を明確にし、適切な事業所運営を確

保するため、本条例を定める必要があるからである。 

 

 

 



北名古屋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条例  

 

北名古屋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２５年北名古屋市条例第１

１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条

の１４第１項及び第２項の規定に基づき、指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるも

のとする。 

（人員、設備及び運営等に関する基準） 

第２条 前条の基準は、この条例に定めるもののほか、指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３６号。以下「省令」という。）の定める

ところによる。この場合において、省令第４０条第２項、第６３条第２

項及び第８４条第２項中「２年間」とあるのは、「５年間」とする。 

（暴力団等の排除） 

第３条 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、その事業の運営につ

いて暴力団（北名古屋市暴力団排除条例（平成２３年北名古屋市条例第

２号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（同条第

２号に規定する暴力団員をいう。）の支配を受けてはならない。  

（雑則） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。  

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  


